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Ｇ空間情報センターの利活用推進チーム

議長 国土交通省国土政策局国土情報課



平成29年度実施施策の内容

進捗状況（スケジュール）

Ｇ空間情報の円滑な流通促進に向けた検討

平成29年度政府予算額 100百万円

1

Ｇ空間情報センターの利活用を推進することにより、世界最高水準の
地理空間情報高度活用社会（Ｇ空間社会）の基盤を目指す。

Ｇ空間情報センターの利活用の拡大に向け、オリパラ開催時の人流・
物流支援に向けた解析の検討及びデータ利活用モデルの検討・支援
等を行うことで国内外に先進的な地理空間情報の事例をＰＲする。

実現すべきＧ空間社会像
（最終的に目指すべき目標）

第３期基本計画での位置付け
（平成33年度までの目標）

担当部局・関係機関等

① 安全・安心な暮らしへの貢献、② 災害に強い国土の形成
③ 新サービス・産業の創出、④ 海外展開の進展目指すべき姿

具体的施策

「G空間情報センターの利活用」

① インフラと環境の整備、② Ｇ空間情報の高度活用
③ くらしの中のＧ空間情報の活用、④ 海外展開・国際貢献

平成28年度 平成29～31年度 平成33年度

Ｇ空間情報セン
ターの構築と運
用の開始

オリパラ等に向けたデータ
収集・解析と体制の構築等

オリパラにより培
われたノウハウの
横展開

担当部局 ：国土交通省国土政策局

関係機関等：内閣府宇宙開発戦略事務局、総務省ほか

G空間情報センター（H28稼働）

検索

登録

活用事例・実証の積上げによる
G空間情報の円滑な流通支援

地域課題の分析・解決方策の提示
地方産業の効率化・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出支援

産学官連携

データ登録支援

防災

宇宙・衛星

携帯

位置情報

統計情報

ライフライン

電子地図

不動産・

まちづくり

航空写真

農林水産

交通

カー

プローブ

Ｇ空間情報保有者

民間企業等 ･･･

地方自治体

研究機関

各省庁等
ライブラリー

地理空間情報
ライブラリー

オープンデータ

Ｇ空間情報利用者

公益企業・研究機関

その他民間企業等

国・地方公共団体

情報サービス業

防災関係者

データ活用支援

＜機能＞
・メタデータ登録、実データ登録
・データ登録支援
・情報の検索・発見、提供
・情報の閲覧、評価
・データの変換・編集、加工・解析（H28～）
・ショーケース（活用例）の作成（H28～）

政府保有データの
登録はH28から開始

連携

利用

技術の進展（準天頂衛星4機体制、ドローン、ＩｏＴ、自動運転 等）

新
し
い
推
進
計
画
を
踏
ま
え
た
積
極
的
活
用
方
策
の
試
行

（
民
間
企
業
・
一
般
国
民
に
よ
る
利
用
拡
大
）

平成32年度
オリパラにおける
データの利活用

★シンボルプロジェクト

地方公共団体が保有するデータのＧ空間情報センターへの登録を進めるとともに、同センターを

中心として、産学官連携の下、準天頂衛星４機体制の確立等技術の進展をふまえつつ防災対策の
強化、人流・物流の効率化やIT農林業の推進など、地方における安全・安心の向上、生産性向上に
繋がる課題の分析や解決方法の提示、地方産業の効率化・創出への支援等を実施する。



平成29年度実施施策の内容

進捗状況（スケジュール）

犯罪の未然予防・被害拡大防止のための空間データベースシステムの更新整備

平成29年度政府予算額 ７百万円

平成29年６月まで実施される「犯罪情勢の時間的・空間的変化の分析手法及び犯罪
抑止対策の評価手法の開発」の空間データベースシステムを更新し、犯罪の未然予
防・被害拡大防止のための課題を整理し、最新技術による研究開発に着手する。

2

犯罪の未然予防・被害拡大防止のために、時空間分析によ
る事案対処手法の高度化・防犯活動の支援を目指す。

犯罪の未然予防・被害拡大防止のための時空間分析の高度
化を目指し、地域・行政との情報共有・防犯活動の活性化に
貢献する。

実現すべきＧ空間社会像
（最終的に目指すべき目標）

第３期基本計画での位置付け
（平成33年度までの目標）

平成25～28年度 平成29～31年度 平成32年度 平成33年度

犯罪情勢の時間的・空
間的変化の分析手法及
び犯罪抑止対策の評価
手法の開発

ビックデータを活用した
時空間分析機能の研究
開発、被害リスク推定の
研究開発

分析手法の取りまとめ、
実地データによる実証
分析と実務支援・研修

担当部局 ：警察庁科学警察研究所犯罪予防研究室

関係機関等：なし

担当部局・関係機関等

①安全・安心な暮らしへの貢献目指すべき姿

具体的施策 ③くらしの中のG空間情報の活用

「G空間情報センターの利活用」 「地域・中小企業活性化」

警察現場からの新たな
被害予防・事案対処へのニーズ

・ハード・ソフトの陳腐化
・空間データの陳腐化

（市町村合併・学校統廃合など）
・ネットワーク/移動体データ

に未対応
・海外の関連研究の増大

現行資機材

前兆事案からの
先制予防的活動

警察相談・

人身安全関連事案
の増大

空間データベースシステムの更新による分析の高度化

①最新ソフトウエア・
開発環境への対応

②空間データの
更新

③時空間分析
機能への対応

④被害リスク推定
への対応

⑤海外学術情報
データベースへの対応

(平成29年6月まで)
犯罪の未然予防・被害拡大
防止のための課題を整理し、
最新の時空間分析技術・空
間データの導入



平成29年度実施施策の内容

進捗状況（スケジュール）

公共データの横断的利活用促進

平成29年度政府予算額
オープンデータ等利活用推進事業（298百万円）の内数

オープンデータ等を活用したモデル実証等に取り組むことにより、データを活用した新
事業・新サービスの創出、住民サービスの向上等を促進する。

3

G空間情報を含む公共データがビジネス分野等で利活用され、
新たなサービス・産業が創出される社会

官民協働を通じ、公共データの横断的利活用による様々なビ
ジネスの創出・行政サービスの向上を実現

実現すべきＧ空間社会像
（最終的に目指すべき目標）

第３期基本計画での位置付け
（平成33年度までの目標）

担当部局 ：総務省情報流通行政局

関係機関等：国土交通省ほか

担当部局・関係機関等

③ 新サービス・産業の創出目指すべき姿

具体的施策 ③ くらしの中のG空間情報の活用

「G空間情報センターの利活用」

～平成28年度 平成29年度 平成30年度～

公共データの利活用推

進のための実証事業等

を実施

G空間情報を活用した実証

事業等を実施し、公共データ

のオープン化、新ビジネスの

創出等を推進

官民協働を通じ、公共データの横断

的利活用による様々な新ビジネス創

出・行政サービスの向上を実現



平成29年度実施施策の内容

進捗状況（スケジュール）

平成28年～29年度

平成32年度

平成30年度以降

平成26年経済センサス及び平成27年国勢

調査の小地域統計、境界情報を整備

e-Stat上の新たな統計GISの

継続的な運用

担当部局 ： 総務省統計局

統計調査部調査企画課地理情報室

担当部局・関係機関等

統計GISの充実

政府統計の一元的な提供を行う「政府統計の総合窓口」（e-Stat）上の「地図で見
る統計（統計GIS）」などを継続的に運用し、さらなる掲載情報の充実を図り、国のみ
ならず地方における防災や都市計画等の公的利用を促進するとともに、商圏の設
定や地域販売戦略等のマーケティング、地域における企業活動等の民間での利用
を促進し、新産業等の創設に寄与。

実現すべきＧ空間社会像
（最終的に目指すべき目標）

第３期基本計画での位置付け
（平成33年度までの目標）

平成26年経済センサス及び平成27年国勢調査の小地域統計、境界情報の整備を
行い、また、平成29年度における「政府統計共同利用システム」のシステム更改に合
わせ、「政府統計の総合窓口（e-Stat）」上の「地図で見る統計（統計GIS)」及び「地図
で見る小地域分析（jSTAT MAP）」を統合し、新たな統計GISにより小地域統計、境界
情報を公開し、継続的な運用を行う。

【施策概要】
・統計GISの運用・維持
・境界データ等整備

経済センサス 市区町村別事業所数階級図

【参考】世界最先端IT国家創造宣言（抜粋）
（平成27年6月30日変更 閣議決定）
行政が保有する地理空間情報（G空間情

報）、人工衛星によるリモートセンシング情報
（陸海域状況等）、防災・減災情報、調達情
報、統計情報などの公共データや、企業が
保有する顧客情報等を相互に結び付け活用
することにより新ビジネスや官民協働の新
サービスが創出され、企業活動、消費者行
動や社会生活にもイノベーションが創出され
る社会を実現する。

経済センサス 町丁大字境界（データ整備後イメージ）
新宿駅を中心とした半径 500ｍの町丁大字別事業所数

目指すべき姿

具体的施策 ③ くらしの中のＧ空間情報の活用

③ 新サービス・産業の創出

「G空間情報センターの利活用」

4

地域統計・境域情報の整備を行い「政府統計共同利用システム」のシステム更改に合わせe-Stat上の「地図で見る統
計（統計ＧＩＳ）」及び「地図で見る小地域分析（jSTAT MAP）」を統合し、新たな統計ＧＩＳにより公開する。



平成29年度実施施策の内容

進捗状況（スケジュール）

地質情報の整備

平成29年度政府予算額
国立研究開発法人産業技術総合研究所運営費交付金（62,289百万円）の内数

各種地質図・DB等を機械判読可能な国際標準の形式で整備し、ユーザーの求める対象や縮尺等に
合わせた情報が容易に選択・取得できるシステムにて配信する。

5

防災(地震、火山、津波)や国土の有効利用(資源、地下利用)、
環境保全(土壌、地下水)に資する為、国土およびその周辺海
域の基本的な地質情報整備の推進を図る。

各種地質情報の整備を行うとともに、既存の地質関連データ
ベースについて電子化およびデータ標準化を進め、統合デー
タポータルサイトより発信する

実現すべきＧ空間社会像
（最終的に目指すべき目標）

第３期基本計画での位置付け
（平成33年度までの目標）

平成27年度 平成28～31年度 平成32年度 平成33年度

・機関連携の模索

・全国的総合データ
ポータルサイトの構
築の開始

・最新の各種地質データに
よるシームレス化

・防災関連DBの統合化

・統合データポータ
ルサイトからの配信

・地質情報の国際標
準対応

・地質情報の整備

・防災関連情報の整
備

担当部局 ：経済産業省産業技術環境局

関係機関等：総務省、国土交通省ほか

担当部局・関係機関等

② 災害に強い国土の形成目指すべき姿

具体的施策 ① インフラと環境の整備

「G空間情報センターの利活用」

GIS統合データポータルサイト
「地質図Navi」

緊急調査・研究 活断層データベース

１/２０万シームレス
地質図第2版（開発中）

火山地質図

1/5万地質図幅



平成29年度実施施策の内容

進捗状況（スケジュール）

地籍整備の推進

平成29年度政府予算額 11,462百万円
平成28年度二次補正予算額 2,960百万円

市町村等が行う地籍調査（一筆毎の土地について境界、面積等を調査・測量し、正確な土地境界情
報を示す地籍図等を作成）の支援、国直轄による基本調査の実施等 により、土地境界等の明確化
を図ることで、重要な地理空間情報のひとつとして土地の基礎的情報の整備を進める。

6

実現すべきＧ空間社会像
（最終的に目指すべき目標）

第３期基本計画での位置付け
（平成33年度までの目標）

担当部局 ：国土交通省土地・建設産業局

関係機関等：法務省ほか

担当部局・関係機関等

目指すべき姿

具体的施策

※ 国土調査法第19条5項に基づく指定制度の活用の促進を含む

○ 地籍整備により正確な土地の基礎的情報（境界、面積等）を明確化することで、大規模災害に備えた事前防災対策の推進、被災後の
復旧・復興の迅速化、インフラ整備の円滑化、民間都市開発の推進等に貢献

国による基本調査地籍調査の推進

基礎的な地図情報等の整備・更新に取り組むことで、利用者が常に多
様で最新の地理空間情報を利用できる社会を目指す。

第６次国土調査事業十箇年計画（平成22年5月閣議決定）に基づき、平
成31年度までに地籍調査の進捗率を57％とすることを目標に地籍整備
を推進する。また、平成32年度以降についても、第７次国土調査事業
十箇年計画（予定）において、新たな目標を定め、地籍整備を推進する。

① 安全・安心な暮らしへの貢献

② 災害に強い国土の形成

① インフラと環境の整備

③ くらしの中のG空間情報の活用

平成28～31年度 平成32年度～

第６次国土調査事業十箇年計画（平成22年5月閣議決

定）に基づき、市町村等が行う地籍調査の支援や国直轄

の基本調査等を実施し、地籍整備を推進する。

第７次国土調査事業十箇年計画（予定）に基づき、

市町村等が行う地籍調査の支援や国直轄の基本

調査等を実施し、地籍整備を推進する。

「G空間情報センターの利活用」

市町村等による都市部・山村部での地籍調査を促進するため、
地籍調査に必要な基礎的情報について、特に必要性が高い地
域で国が重点的に整備・保全

都市部官民境界基本調査

山村境界基本調査

国が公図や現地精通
者等から収集した主要
な土地境界情報 を図
面等にまとめ、市町村
等に提供することで地
籍調査を促進

国が現況の官民境界の
測量等を行った結果や
公図、道路台帳附図等
が示す官民の境界情報
を図面等にまとめ、市
町村等に提供すること
で地籍調査を促進

現況と公図等による境界の
相違等を示す図面

【現況の境界情報】

【公図等の境界情報】

【地籍調査の負担割合】
（市町村実施の場合）

※特別交付税措置により、都道府
県・市町村の負担は各々実質５％

地籍調査とは

地籍調査の主な効果

地籍調査を実施し、正確な土地の基礎的情報（境界、面積等）を明確にすることで、様々な効果が創出

事前防災対策の推進
災害復旧・復興の迅速化

インフラ整備の円滑化 民間都市開発の推進

地
籍
調
査

【地籍図】
境界が正確な地図

【公図】
明治期に作られた図面

● 国土調査法に基づき実施

● 主な実施主体は市町村

● 一筆ごとの土地の境界や面積等を調査

● 成果は登記所にも送付され、登記簿を修
正し、登記所備付地図になる

○ 地震や豪雨等の災害が多発している中、防
災対策の推進が必要

○ 被災後は道路等のライフラインの復旧・復興
が急務

○ 地籍調査が実施済であれば、土地の境界の
確認が円滑に行われるため、事業期間が大
幅に縮減

○ インフラ整備では、事業区域に係る用地調
整が必要

○ 地籍調査が実施済であれば、事業阻害要因
となる土地を事前に把握できるため、用地リ
スクが少ない事業計画の策定ができるほか、
用地調整が円滑に実施

○ 都市部では関係者が多く、権利関係が輻輳
し、境界調査が長期化する傾向

○ 地籍調査が実施済であれば、関係者が合意
し易く、民間都市開発が円滑に実施

防災集団移転促進事業において期間が縮
減された事例（宮城県名取市下増田地区）

インフラ整備の
主な工程

【民間開発事業に長期間を要した事例】

約７ヵ月

約１～１年半（推計）

実
施
未
実
施

【期間の縮減効果】
半年～１年

正確な土地の基礎的情報が明確
になっていることで

①用地リスクが少ない事業計画の
策定が可能

②用地調整時に、土地所有者と
土地境界に関するトラブルを軽
減し、期間の短縮が可能

事業計画

用地調整

工事の着工

六本木ヒルズでは
地籍調査が未実施

⇒約４００筆の境界
調査に４年もの歳月

※

※

※ 道路等と民有地の境界点及びそれを結んだ線に関する情報

※

※ 三筆が交わるような主要な境界点等に関する情報

［境界確認の様子］【現地確認の様子】



海域の地理空間情報の整備・提供

平成29年度政府予算額 3,615百万円
平成28年度二次補正予算額 1,412百万円
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海洋権益の保全、海洋政策の効率的な推進、産業活動へ
の利用促進を目指す。

・データの不足している海域について自律型潜水調査機

器等による海洋調査を実施する。

・国等が収集・整備した海洋情報を画面上に重ね合わせ

て表示できる海洋台帳の情報の充実と機能強化を行う。

担当部局 ：海上保安庁 海洋情報部

関係機関等：環境省、資源エネルギー庁、気象庁ほか

目指すべき姿

具体的施策

継続して海洋調査を実施し基盤情報を整備する。

・測量船に搭載したマルチビーム音響測深機や 航空機等による広範囲な水深デー
タを収集する体制を構築して海底地形等を把握する。

・GPSと海中での音響測距技術を組み合わせて大陸プレートの動きを探る海底地
殻変動観測等を実施するほか、自律型潜水調査機器（AUV）など最新技術を駆
使した海洋調査等を実施し、基盤情報の整備を推進して海図等に反映する。

・海洋情報（水温・海流等）、社会情報（漁業区域等）等を海底地形図等の背
景に重ね合わせ表示する海洋台帳について情報の充実と機能を強化する。

海洋台帳

（マルチビーム測深の記録）

海底地殻変動観測

（海底基準局網）

マルチビーム測深

AUVによる海底地形調査

（航空レーザー測深の記録）

航路標識

漁業権情報

背景図（ベースマップ））

港湾区域・航路情報

潮汐情報

航空レーザー測深とマルチビーム測深

ごんどう

実現すべきＧ空間社会像
（最終的に目指すべき目標）

第３期基本計画での位置付け
（平成33年度までの目標）

平成29年度実施施策の内容

進捗状況（スケジュール）

担当部局・関係機関等

②持続可能な国土の形成

③新サービス・産業の創出

①インフラと環境の整備

③くらしの中のＧ空間情報の活用

「G空間情報センターの利活用」



平成29年度実施施策の内容

進捗状況（スケジュール）

基盤地図情報・電子国土基本図の整備・更新

平成29年度政府予算額 1,443百万円
平成28年度一次補正予算額 145百万円
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実現すべきＧ空間社会像
（最終的に目指すべき目標）

第３期基本計画での位置付け
（平成33年度までの目標）

担当部局 ：国土地理院

関係機関等：内閣官房はじめ各省庁

担当部局・関係機関等

目指すべき姿

具体的施策

持続的に地理空間情報を整備・更新し、高精度・リアルタイム
で利用価値の高い地理空間情報を高度に活用する。

着実かつ迅速な基盤地図情報及び電子国土基本図の整備、
更新及び提供を引き続き実施する。

① インフラと環境の整備

電子地図上の位置の基準として共通に使用される基盤地図情報及び国土管理等に必
要な情報を付加した国の基本図である電子国土基本図を整備・更新する。

■基盤地図情報 ■電子国土基本図

電子地図上における地理空間情報の位置を定

めるための基準となる項目（国土交通省令で定

めるもの）の位置情報を指す。

都市計画基図や国の機関等が整備する工事

図面等を活用し、電子国土基本図と一体的に整

備・更新。

基盤地図情報の項目（イメージ）

基盤地図情報に加

え、国土管理等に必

要な構造物、土地の

状況等の情報を含ん

だ地図情報。

現在の我が国の国

土の状況を示す最も

基礎的な地図。

国及び地方公共団

体の公共施設整備

者・管理者などと連

携し、新鮮で高精度

な情報として整備・

更新。

Web等により広く

一般に公開。

平成27年度 平成28～31年度 平成32年度 平成33年度

着実かつ迅速な基盤地図情報及び電子国土基本図の整備、更新及び提供を引き続き実
施する。

「G空間情報センターの利活用」

① 安全・安心な暮らしへの貢献、② 災害に強い国土の形成
③ 新サービス・産業の創出、④ 海外展開の進展



平成29年度実施施策の内容

進捗状況（スケジュール）

生物多様性情報の整備・提供

平成29年度政府予算額 184百万円

生物多様性情報の整備を継続し、閲覧及びダウンロードによる提供を推進する。特に
２万５千分の１植生図及び沿岸域変化状況データの整備、提供、GIS化の推進を図る。

生物多様性情報がわかりやすく、かつ効果的に国民に提供
され生物多様性に関する調査研究及び保全活動に寄与する。

２万５千分の１植生図及び沿岸域変化状況データについては
早期の全国整備完了を目指し、引き続き整備・提供を進めて
いく。

実現すべきＧ空間社会像
（最終的に目指すべき目標）

第３期基本計画での位置付け
（平成33年度までの目標）

平成27年度 平成28～31年度 平成32年度 平成33年度

２万５千分の１植

生図が国土の

77％整備を達成

各データ内容について、

早期の全国整備を目指

し、引き続き整備提供

提供システムの更

改に合わせて

更なる活用を図る

一層の活用を進め

つつデータの拡充

を図る。

担当部局：環境省自然環境局生物多様性センター調査科担当部局・関係機関等

② 災害に強い国土の形成目指すべき姿

具体的施策 ③ くらしの中のG空間情報の活用

「G空間情報センターの利活用」
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平成29年度実施施策の内容

進捗状況（スケジュール）

生物多様性情報システム等の整備・活用促進

平成29年度政府予算額 95百万円

自然環境保全基礎調査（わが国の自然環境保全施策の策定に必要となる基
礎情報についておおむね５年ごとに全国的レベルで行う調査）等の成果、収
集した動植物標本、生物多様性に関する各種文献資料などの生物多様性に関
する情報をデータベースにより管理し、インターネットなどを通じて広く国
民に提供する「生物多様性情報システム（J-IBIS）」等の情報システムを管
理・運営を続ける。

あわせて、国立公園・野生生物ライブ映像などを配信する「インターネッ
ト自然研究所システム」や「自然環境調査Web-GIS」の普及を図り、環境アセ
スメント、環境教育、NGO活動などさまざまな分野において一層の活用が図ら
れるよう、情報提供の充実及び利便性の向上に努める。

環境アセスメント、環境教育、NGO活動などさまざまな
分野において一層の活用が図られるようになり、利便性
の向上に貢献する。

作成された基礎調査の報告書など成果物を順次掲載し内
容の充実を図るほか、他システムとの統合を図り、多様
な情報提供及び利便性の向上に取り組む。

実現すべきＧ空間社会像
（最終的に目指すべき目標）

第３期基本計画での位置付け
（平成33年度までの目標）

平成27年度 平成28～31年度 平成32年度 平成33年度

システム更改に

あわせ、WEB-

GISを追加した

提供するデータの拡充

やシステムの改善・改良

に取り組む

提供システムの更

改にあわせ、更なる

改善に取り組む

担当部局：環境省自然環境局生物多様性センター情報システム企画官担当部局・関係機関等

② 災害に強い国土の形成目指すべき姿

具体的施策 ③ くらしの中のG空間情報の活用

巨樹・巨木データの位置・属性を空中写真の上に表示特定植物群落の位置を２万５千分１地形図上に表示

引き続き、提供する

データ拡充・システ

ム改善に取り組む

「G空間情報センターの利活用」
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平成29年度実施施策の内容

進捗状況（スケジュール）

全国生物多様性情報の共有システム

平成29年度政府予算額 17百万円

「生物多様性国家戦略2012-2020」では、新たに科学的基盤の強化に関する基本戦略が加
わり、生物多様性に関する情報を継続して把握することの重要性が指摘され、さまざまな主
体が把握している生物多様性情報を相互利用・共有化し、促進する必要性が述べられている。

そのため、国・地方公共団体・研究機関・専門家・市民等
の様々な主体が持っている全国の生物情報をインターネット上
で収集し、一元的に全国の生物に関する地理空間情報を共有・
提供するシステム「いきものログ」を整備した。これまでに登
録された生物情報を検索し、分布を地図化して閲覧したり、
SHP形式等でデータのダウンロードが可能。

環境アセスメント、環境教育、NGO活動などさまざまな
分野において一層の活用が図られるようになり、利便性
の向上に貢献する。

様々な主体から質の高い多くの生物情報を収集・共有し、
地理空間情報として広く提供していく。

実現すべきＧ空間社会像
（最終的に目指すべき目標）

第３期基本計画での位置付け
（平成33年度までの目標）

平成27年度 平成28～31年度 平成32年度 平成33年度

担当部局：環境省自然環境局生物多様性センター調査科担当部局・関係機関等

② 災害に強い国土の形成目指すべき姿

具体的施策 ③ くらしの中のG空間情報の活用

生物情報の収集・
共有・提供、システム
の改良を進める。

生物情報の収集・共有・
提供を推進する。また、
システムの改良を進める。

生物情報の収集・
共有・提供、システム
の改良を進める。

生物情報の収集・
共有・提供、システム
の改良を進める。

「G空間情報センターの利活用」
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